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１ 基本理念 

 

小平市の下水道は、これまで重要な都市基盤の一つとして、まちづくりに貢献してきました。 

しかしながら、人口減少や少子高齢化等の進行、近年の温暖化が原因と見られる異常気象、整備水準

を超える局地的な大雨の発生や都市化の進展に伴う雨水流出量の増加による浸水リスクの増大、大規模

地震発生に対するリスクの増大、老朽化した下水道施設の改築費の増大、エネルギー問題など社会的な

状況が変化してきています。これらの課題への対応は、行政単独での取組のみでは完遂することができ

ないため、市民や事業者が行政と一体となって取り組む必要があります。 

また、下水道を維持していくためには、今後も安定した下水道経営を行っていく必要があります。そ

のためには、限られた予算の中で最大限の事業効果を発揮するよう、効率的な事業投資を行っていくと

ともに、経営基盤の強化を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-1 下水道をとりまく現状と課題 

 

平成２２（2010）年度に策定した「小平市下水道プラン」では、『快適な生活環境を支える下水道』

を基本理念に掲げ、今後は市民や事業者との連携のもと、安定した経営による持続可能な下水道を目指

し、更なる小平市の発展に寄与していくこととしています。 

小平市第二次下水道プランでは、これらの基本理念を継承しつつ、これまでの施策の取組状況や新た

に見えてきた課題等を踏まえた下水道事業を推進していくこととします。 

 

第４章 基本理念及び基本方針 
 

【基本理念】 
快適な生活環境を支える下水道 

市民が長く住みたいまちであり続けるために、質の高い下水道サービスを提供していきます。 

次世代が下水道を安心して使い続けられるよう、下水道を守り、育て、そして引き継いでいきます。 

下水道システムのもつポテンシャルを活かし、持続可能な循環型社会の実現に貢献していきます。  

市民や事業者と連携して、下水道が将来あるべき姿の実現を目指します。 

良好な水質保全・健全な水循環の創出 

資源・エネルギーの有効活用 

局所的豪雨等による浸水リスクの増大 

大規模地震発生リスクの増大 
施設の老朽化対策の推進 

ストックマネジメントサイクルの確立 

環境への配慮 

効率的かつ効果的な維持管理 災害への備え 

環境や防災意識の向上対する 

啓発・情報発信 

効率的で健全な下水道経営 

 

市民・事業者・行政との連携 

第４章 基本理念及び基本方針 
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２ 基本方針 

 

小平市第二次下水道プランでは、前述の基本理念を踏まえ、以下の４つを基本方針として掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1 基本方針に基づく主な施策 

基本方針 内 容 主な施策 

Ⅰ 環境に配

慮したま

ちづくり 

小平市は、早くから下水道整備に取り組み、周辺の水環境のみならず、放流

先である河川を含め流域としての水環境の保全に貢献してきました。今後も、

未接続家屋の解消や雨水貯留・浸透施設の設置促進等により、合流式下水道の

改善対策を推進し、河川の水質改善、水循環の健全化及び地球温暖化※対策に向

けた取組を継続していきます。 

さらに、資源・エネルギー循環の観点から雨水や下水道資源の積極的な活用、

下水熱※導入検討に向けた情報発信等における事業者等との連携の取組につい

て検討していきます。 

また、良好な生活環境や周辺環境の保全のためには、今後も下水道を守って

いく必要があります。下水道を持続的なものとするために、施設の適正管理を

継続的に実施します。 

１ 汚水処理対策 

２ 合流式下水道改

善対策 

３ 資源・エネルギ

ーの有効活用 

４ 施設の適正管理 

Ⅱ 安心して

暮らせる

まちづく

り 

下水道は市民の生命と財産を守る重要な都市施設です。これまでの取組によ

り、地震や浸水といった自然災害に対する被害は軽減されてきていることが見

込まれます。しかしながら、整備水準を超える局地的な大雨の発生頻度の増加

に見られるように災害の発生リスクは年々高まっています。今後も、浸水対策

や大規模地震発生時における下水道機能の確保といったハード対策※を実施す

るとともに、ソフト対策として、市民や事業者の防災意識の向上につながる取

組のほか、早期復旧体制の強化等を行うことで被害の最小化を図ります。 

また、管きょの老朽化に起因した道路陥没等が起こらないよう、計画的かつ

効率的な点検・調査及び改築・修繕を実施し、維持管理を起点としたマネジメ

ントサイクルを確立することで、下水道事業の持続性を高めつつ、下水道サー

ビスの向上を図ります。 

１ 浸水対策 

２ 地震対策 

３ 施設の老朽化 

対策 

Ⅲ 環境意識

が高いま

ちづくり 

小平市は、全国の自治体の中で 13 番目に下水道（汚水）整備が完了した先

駆的な都市です。市内には、「小平市ふれあい下水道館」を有しており、下水

道を直接体験できる貴重な施設として、環境学習及び情報発信の場に活用する

ことで、下水道の『見せる化』に寄与する取組を推進してきました。 

下水道を含めた環境問題への対応は、行政単独での取組のみでは完遂するこ

とはできないため、市民や事業者が一体となって取り組む必要があります。 

これからも学習講座等の各種イベントやホームページ、SNS 等を活用し、下

水道などの水環境に関することだけでなく、小平市の下水道事業等の見せる化

を行うことで、市民等の水環境・防災に対する意識向上を図ります。 

１ 環境学習の充

実・普及啓発 

Ⅳ 効率的で

健全な下

水道経営

の推進 

下水道として小平市のまちづくりに貢献していくためには、下水道を持続的

なものとする必要があります。昨今の厳しい財政状況も踏まえ、限られた予算

の中でいかに効率的に事業を実施していくかが鍵となります。今後は、公営企

業会計※で明らかとなる経営指標等を基に作成する「経営戦略※」に基づき、下

水道経営の効率化・財政の健全化を図るとともに、収入の適正化の検証を行い、

下水道事業の経営状況を市民にわかりやすく公表していきます。 

１ 経営の効率化・

財政の健全化 

２ 公営企業会計の

運用 

【基本方針】 
Ⅰ 環境に配慮したまちづくり 

Ⅱ 安心して暮らせるまちづくり 

Ⅲ 環境意識が高いまちづくり 

Ⅳ 効率的で健全な下水道経営の推進 

第４章 基本理念及び基本方針 
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図４-2 小平市第二次下水道プランにおける施策体系 

 

 

１．汚水処理対策 

（１）都市計画道路※等の整備に併せた管きょ整備 

（２）未接続家屋の解消（下水道への接続依頼） 

２．合流式下水道※改善対策 

（１）雨水貯留・浸透施設の設置継続       

 
３．資源・エネルギーの有効活用 

（１）雨水貯留施設の設置促進                 

（２）下水道資源（再生水※、下水汚泥※建設資材 

等）の利用促進           

（３）事業者等との連携（下水熱※導入検討に向 

けた取組）                                 

４．施設の適正管理 

（１）下水道台帳の適正管理 

（２）管きょのつまり、臭気対策の実施 

（３）汚水管の雨天時浸入水※対策の実施 

 

１．環境学習の充実・普及啓発 

（１）下水道や水環境に対する情報発信 

（２）下水道施設等を活用した環境学習・普及 

啓発 

３．施設の老朽化対策           

（１）計画的な点検・調査の実施 
（２）計画的な改築・修繕※の実施 

２．地震対策             

（１）重要な管きょの耐震化 

（２）下水道事業業務継続計画（下水道ＢＣＰ） 

    の管理運営等                  

１．浸水対策             

（１）未整備地区における雨水管きょ整備      
（２）雨水貯留・浸透施設の設置促進          

（３）市民等との連携（被害軽減に対する取組） 

快

適

な

生

活

環

境

を

支

え

る

下

水

道 

基本方針 

Ⅰ．環境に 

配慮した 

まちづくり 

Ⅱ．安心して 

暮らせる 

まちづくり 

Ⅲ．環境意識 

が高いまち

づくり 

Ⅳ．効率的で

健全な下水

道経営の推

進 

主な施策と体系 基本理念 

小

平

市

下

水

道

プ

ラ

ン

の

体

系 

１．経営の効率化・財政の健全化 

（１）経営戦略※の進捗管理及び見直し 

（２）広域化・共同化の研究 

２．公営企業会計※の運用 

（１）公営企業会計に基づく財政運営の見える化 

注．図中の★については、全施策の中での重点施策、☆については、気候変動適応策に係る取組を示します。 

 

注．図中の★については、全施策の中での重点施策、☆については、気候変動適応策に係る取組を示します。 

 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 
☆ 
☆ 

☆ 

☆ 
☆ 

★

★

★
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基本方針Ⅰ 環境に配慮したまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標（目指す姿）】 

●市内どこでも下水道を利用できる環境を継続していきます。 

 

【施策に関する課題】 

●現在、市内どこでも下水道を利用できる環境にありますが、今後も都市計画道路※等の整備によ

り、土地利用形態の変化も想定され、状況に応じて、現在の施設を再整備する必要があります。 

●公共下水道※へ接続していない方々を対象に水洗便所改造資金融資あっせんや利子補給、戸別訪

問や文書配付による接続依頼により令和元（2019）年度末の水洗化率は99.8％まで向上しまし

たが、未だ未接続の家屋が存在します。 

 

【施策の方向性】 

●都市計画道路等の整備による土地利用形態の変化があった場合においても、当該地区の市民が遅

滞なく下水道を利用できる環境の整備を進めます。 

●未接続の理由は、住居の建替えに併せた接続を予定しているなど、様々な要因が考えられますが、

今後も、未接続理由の把握結果に基づく個別理由に対して、より即した対応を図ることが重要と

考えており、引き続き最終目標である水洗化率 100％へ向けた取組を実施します。 

 

 

 

 

（１）都市計画道路※等の整備に併せた管きょ整備 

●今後も都市計画道路等の整備に併せた管きょの整備を進めていきます。 

●整備にあたっては、事業を担当している東京都や市の関係各課等との調整により、遅滞ない対応

を図ります。 

 

第５章 施策の展開 
 

基本方針 環境に配慮したまちづくり 

１ 汚水処理対策 

 
２ 合流式下水道改善対策 

 
３ 資源・エネルギーの有効活用 

 
４ 施設の適正管理 

 

汚水処理対策 

 

施策Ⅰ－１ 

本計画における取組 

 Ⅰ 

第５章 施策の展開 
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図５-１ 小平市内の都市計画道路と優先整備路線（第四次事業化計画） 

 

※その他施行とは、組合施行の市街地再開発事業※などをいいます。 

※第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業とは、地域のまちづくりに寄与することを目的に、地元市町村から要望が強い都道に

ついて、東京都と市町村が連携・協力して整備を行う事業です。 

※優先整備路線とは、「東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）」において、平成 28 年度から令和 7 年度までの

10 年間で、優先的に事業着手する路線として選定された都市計画道路です。 

※本計画では、上記の優先整備路線等のうち、令和２年度時点で事業中又は事業化に向けた準備が進んでいる５路線（表中〇）を、 

計画の目標数値としました。 

 

表５-１ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

都市計画道路※等の整備に併
せた管きょ整備 

   

 
目 標 

都市計画道路※等
の整備に併せた遅
滞ない整備 

同左 同左 

 目標数値等 整備路線：５路線 － 

小平市内の優先整備路線 

図中 

番号 
施行者 路線名 区間 延長 

小平市第二次

下水道プラン

対象路線 

 

東京都 小平 3・3・3号線 西東京市境～花小金井南町二丁目（せいぶ通り） 870ｍ  

 東京都 小平 3・3・3号線 小平 3・4・17号線（小金井街道）～小平 3・4・7号線（新花小金井街道） 1,180ｍ  

 

小平市 小平 3・4・10号線 小平 3・4・21号線（富士見通り）～市道第 A-61号線 530ｍ 〇 

 

小平市 小平 3・4・19号線 小平 3・4・14号線（東京街道）～東久留米市境 ※事業中 453ｍ 〇 

 

その他 小平 3・4・12号線 小川駅～小川西町四丁目 ※事業中 - 〇 

 

その他 小平 3・4・19号線 小平駅～小平 3・4・14号線（東京街道） 90ｍ 〇 

第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業  

 

小平市 小平 3・3・3号線 府中街道～山王通り 440ｍ 〇 

※その他施行とは、組合施工の市街地再開発事業などをいいます。 

※第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業とは、地域のまちづくりに寄与することを目的に、地元市町村から要望が強い都道について、東京都と市町村が連携・協力して整備を行う

事業です。 

※優先整備路線とは、「東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）」において、平成 28 年度から令和 7 年度までの 10 年間で、優先的に事業着手する路線として選定され

た都市計画道路です。 

※本計画では、上記の優先整備路線等のうち、令和２年度時点で事業中又は事業化に向けた準備が進んでいる５路線（表中〇）を、計画の目標数値としました。 

 

 

4 

 

 

 

5 

 

 

 

 

交通広場 約 3,700㎡ 

交通広場 約 5,000㎡ 

5 
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（２）未接続家屋の解消（下水道への接続依頼） 

●下水道へ接続していない方々を対象に、水洗便所改造資金融資あっせんや利子補給、戸別訪問や

文書配付による接続依頼を行います。 

●未接続家屋の解消については、生活環境の改善や公共用水域※の水質保全に寄与することはもち

ろん、下水道使用料※の確保による下水道経営の健全化にもつながることから、さらなる水洗化

率の向上を目指します。そのため、未水洗家屋の調査及び現状分析を行い、水洗化が可能な家屋

について、重点的に下水道への接続促進を図ります。 

 

表５-２ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 

前期 
（R3～R7） 

後期 
（R8～R12） 

未接続家屋の解消（下水道へ
の接続依頼） 

   

 
目 標 

下水道への接続 
促進 

同左 同左 

 目標数値等 水洗化率：100% 
水洗化率：100%
を維持 

－ 

注．水洗化率（％）＝下水道で汚水を処理している人口／処理区域内人口×100 

 

 

 

 

 

【目標（目指す姿）】 

●雨水流出抑制施設の設置により、「河川の水質向上」へ貢献するとともに「健全な水環境の

創出」に努めます。 

 

【施策に関する課題】 

●合流式下水道※については、雨天時に雨水と混ざり薄まった未処理汚水の一部が公共用水域※に排

出されることから、排出される汚濁負荷量※を削減する必要があります。 

●近年の気候変動の影響により、計画降雨を超える大雨の発生頻度が増加しています。 

 

【施策の方向性】 

●合流式下水道の改善の当面の目標として、合流式下水道から排出される汚濁負荷量を「分流式下

水道※並み」にすることが求められています。小平市では、平成 21（2009）年度に「小平市合

流式下水道緊急改善計画」を見直し、その計画に基づき、関係各課等の連携のもと重点施策とし

て平成 25（2013）年度までに対策を行い、その結果、目標を達成しました。 

●目標は達成しましたが、公共用水域へ排出される汚濁負荷量の削減とともに、浸水対策（雨水流

出抑制効果）としても有効であることや、国や東京都からの事業継続の要請があることから、関

係各課等の連携のもと、引き続き取組を実施していきます。 

 

 

合流式下水道※改善対策 

 

施策Ⅰ－2 

第５章 施策の展開 
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（１）雨水貯留・浸透施設の設置継続 

●道路課等の関係各課が連携し、雨水貯留・浸透施設（グリーンインフラ※）等が設置可能な箇所に

ついて、対策を実施します。 

●小平市では、各家庭で設置する雨水浸透施設（雨水浸透ます※）について、費用の助成を行ってい

ます。関係各課等が連携し、市民の協力のもと、この助成制度を活用した雨水浸透施設の設置を

推進します。 

●浸水予想区域図により浸水被害が発生する可能性が高い地区や過去に道路冠水等が発生した路

線の周辺部を中心に雨水貯留・浸透施設の設置を進め、ピーク時における下水道への雨水流出量

の抑制を図ります。  

      

出典：「東京都建設局ホームページ（新技術情報データベース）」 

図５-2 雨水貯留・浸透施設（プラスチック製）のイメージ 

 

 

図 5-3 前期計画における合流式下水道改善対策予定地区 

 

本計画における取組 

プラスチック地下貯留浸透施設の特徴 
 

・道路等に降った雨をオンサイト※で貯留及び
浸透できる。 

・９０％以上の空隙率を有し、敷地を有効活用 
できる。 

・十分な強度と耐久性を有する。 
・構成部材がプラスチック製のため、人力で組 
み立てることができる。 

・他企業の埋設物を部材の段数をかえることで 
回避できる。 

※オンサイト： 

雨水の移動を最
小限におさえ、
雨が降った場所

（現地）で貯留
し、雨水の流出
を抑制するもの 

第５章 施策の展開 

降
雨
量

経過時間

ピーク
カット

ベース
カット

 

北多摩一号処理区関連区域 
（合流式） 

荒川右岸処理区関連区域 
（分流式） 

 

 ４ 

 ２ 

 １ 

 ３ 
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表５-３ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

雨水貯留・浸透施設の設置 
継続 

   

 
目 標 

雨水貯留・浸透施
設の設置 

同左 同左 

 目標数値等 対策地区数：４地区 
計画見直し時に設
定 

－ 

注．対策予定地区における具体的箇所及び処理量については、令和３年度以降の基本設計において決定します。 

注．前期計画の対策予定地区において、270 m3～480 m3 程度の処理量を見込んでいます。 

処理量（m3）＝浸透量（ｍ3/hr）＋貯留量（V）  ※浸透量（ｍ3/hr）：1 時間あたりの地中に浸み込む水の量 

注．270 m3（480 m3）は、浸水深 0.3ｍの道路、180ｍ（320ｍ）分の水量に相当します。※道路幅を 5ｍと仮定した場合 

 

 
    【前期計画の対策予定地区】 

１ 学園西町３丁目・津田町３丁目（四小通り周辺地区） 

２ 小川町１丁目（美大通り周辺地区） 

３ 上水南町３丁目・４丁目（つつじ公園周辺地区） 

４ 栄町１丁目（ぐみ窪通り周辺地区） 

  

第５章 施策の展開 
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【目標（目指す姿）】 

●下水道の従来の「雨水の排除」という考えから「循環・活用」の考え方への転換を図り、健

全な水循環※に向けて、積極的に活用します。 

●下水熱※の導入検討など事業者等との連携により「温室効果ガス排出量の削減」に向けた取

組を推進します。 

 

【施策に関する課題】 

●雨水については、中水道※等として利用が可能であり、利用促進を図ることが望まれています。 

●家庭から排出される汚水は、処理工程を経て、再生水※や建設資材等の資源に再生することが可

能であり、有効活用していくことが望まれています。 

●平成 27（2015）年 5 月の下水道法改正では、下水熱※利用として、下水道の管きょ内に民間

事業者による熱交換器の設置に係る規制緩和が実施されました。下水道は、従来の雨水の排除と

汚水を処理・処分する一過性のシステムから、集めた物質等を資源・エネルギーとして活用・再

生する循環型システムへと転換することが求められています。 

 

【施策の方向性】 

●貯留した雨水や再生水については中水道として、下水汚泥※については建設資材等としてそれぞれ

有効活用し、地域の循環型システムの構築に寄与していきます。 

●下水熱利用は、都市活動に関連する CO2 排出量・エネルギー使用量の削減や民間事業者の BCP

機能向上の効果が期待できます。今後は、民間需要や関連制度の動向を見ながら，下水熱の利用

について検討します。 

 

 

 

 

（１）雨水貯留施設の設置促進 

●関係各課等の連携により、雨水貯留施設

の設置を促進し、トイレ用水や散水等の

中水道として利用します。また、貯留し

た雨水については、道路等に打ち水※す

ることにより、浸透施設と同様、近年の

ヒートアイランド現象※等の地球温暖化

※の緩和に対する効果が期待されます。 

●具体的には、今後も新規に建設する公共

施設に、雨水貯留施設の設置を進めま

す。 

 

 

資源・エネルギーの有効活用 

 

施策Ⅰ－３ 

本計画における取組 

 

  屋根などから
雨水流入 

沈砂槽 ろ過槽 沈殿槽 貯留槽 

建築物 

トイレの洗浄 
散水に利用 

地上 

地下 

雨水貯留施設 

図 5-4 雨水貯留施設のイメージ 

第５章 施策の展開 



48 

表５-４ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

雨水貯留施設の設置促進    

 
目 標 

関係各課等の連携
による設置促進 

同左 同左 
 目標数値等 

新規に建設する公
共施設への雨水貯
留施設の設置 

 

 （２）下水道資源（再生水※、下水汚泥※建設資材等）の利用促進 

●小平市を流れる野火止用水や玉川上水には、東京都の多摩川上流水再生センター※で高度処理

※された再生水※が送水されており、今後も東京都との連携により継続します。 

●また、再生水は、後述の施策Ⅰ－４「施設の適正管理」、施策Ⅱ－３「施設の老朽化対策」にお

いて、管きょの清掃や点検・調査時の洗浄水として利用促進を図ります。 

●下水汚泥※焼却灰を使った建設資材等の利用促進を図ります。 

 

表５-５ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

下水道資源（再生水※、下水汚
泥※建設資材等）の利用促進 

   

 

目 標 

 
東京都との連携によ
る再生水の利用継続 
（用水への送水、下
水道施設の清掃や洗
浄への利用促進） 
 
下水道工事への下水
汚泥建設資材の利用
継続 

同左 同左 

 目標数値等 
再生材使用率：
100％ 

注．再生材使用率（％）＝使用した再生材延長／使用した鉄筋コンクリート延長×100 

 

（３）事業者等との連携（下水熱※導入検討に向けた取組） 

●下水熱利用を検討するにあたっては、まず、下水熱の利用可能性（ポテンシャル）や需要の有無

を把握することが有効です。今後は、下水熱利用可能施設（行政による下水熱利用を含む）の把

握のほか、下水熱利用に関する先行事例や新技術の動向に注視しながら、下水熱ポテンシャルマ

ップ※の作成・提供を含む実行可能性の検討を行います。 

第５章 施策の展開 

東京都下水道局では、事業者が下水道管きょから下水熱を利用する際の条件や手続方法、各種料金設定（暗きょ 

使用料・熱使用料等）のほか、下水熱を利用するための目安となる熱量を示した「下水熱ポテンシャルマップ 

（公共下水道（23 区）、流域下水道）」を公表しています。 

下水熱利用ガイド：＜参考ＨＰアドレス：https://www.gesui.metro.tokyo.lg.jp/contractor/others/sewage_heat/index.html＞ 
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出典：「下水熱ポテンシャルマップ（広域ポテンシャルマップ）作成の手引き（2015 年 3 月）環境省総合環境政策局 国土交通省水管理・国土保全局下水道部」

 図５-5 下水熱ポテンシャルマップの作成例 

 
出典：「国土交通省ホームページ」 

図 5-6 下水熱利用の事例（長寿命化対策と併せて実施した事例） 

第５章 施策の展開 
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表５-６ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

事業者等との連携（下水熱※

導入検討に向けた取組） 
   

 

目 標 

下水熱ポテンシャ
ルマップ※の提供
を含む下水熱※導
入可能性検討  

同左 同左 

出典：「国土交通省ホームページ」 

 

 

 

 

 

【目標（目指す姿）】 

●市民等の利便性向上のため、「わかりやすい下水道台帳の提供」に努めます。 

●油や異物、土砂の流入による「管きょのつまりや臭気発生等を防止」します。 

●雨天時浸入水※を削減し、大雨時の「水再生センター※への負担を軽減」します。 

 

【施策に関する課題】 

●平成３１（2019）年４月より、これまで下水道窓口のみで閲覧可能であった下水道台帳につい

ては、インターネット閲覧が可能となり容易に下水道の情報を知ることが可能となりました。今

後も引き続き下水道台帳の適切な管理を実施していく必要があります。 

●小平市では、現在膨大な管きょを有しています。この膨大な施設を継続的に使用するためには適

切な清掃や点検、修繕等の維持管理が必要となります。 

●分流式の汚水管きょには、通常は雨水が流入しない構造となっていますが、雨天時に汚水管きょ

へ雨水が流入することで、年々、水再生センター※への負担が大きくなっています。 

 

【施策の方向性】 

●下水道台帳の正確性や最新性を確保することは、市民等の利便性向上につながるほか、大規模地

震発生時等の迅速な対応にも寄与することから、管路調査、改築工事、修繕などの最新データを

取り込むことで、今後も引き続き下水道台帳の適切な管理を実施します。 

●管きょのつまり・臭気発生の防止を目的とした飲食店等から流入した油の固着に対する清掃や市

報、市ホームページ等による PR を実施しており、今後もこれらの取組を継続します。 

●雨天時浸入水※の増加は、下水処理費の増加につながるほか、周辺環境にも影響を及ぼすことから、

発生区域及び要因を把握した上で、今後の取組を検討します。 

 

施設の適正管理 

 

施策Ⅰ－４ 

○下水熱利用に活用可能な支援制度（令和２年度）の例 
◆下水道リノベーション推進総合事業（社会資本整備総合交付金）〔国土交通省〕 
・対象者：公共下水道管理者、流域下水道管理者 
・対象事業：熱利用に必要な施設のうち、下水又は下水処理水の流れる施設（熱交換施設、送水施設及びポンプ施設に 

限る）及びその付帯施設の整備 

第５章 施策の展開 
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（１）下水道台帳の適正管理 

●今後も市民等の利便性の向上、下水道施設の維持管理及び施設の老朽化対策事業を円滑に進める

ため、台帳データの更新を継続します。 

 

表５-７ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 

前期 
（R3～R7） 

後期 
（R8～R12） 

下水道台帳の適正管理    

 
目 標 

システムの継続的
な活用 

同左 同左 
 目標数値等 

管路調査成果の取
り込み実施 

 

（２）管きょのつまり、臭気対策の実施 

●市民や事業者が下水道に油や異物等を流さないように、引き続き市報やホームページ等でお願い

していくとともに、油や異物、土砂の流入による管きょのつまりや臭気発生等を防止するために、

発生しやすい箇所については、定期的に管内の点検を行っていきます。また、点検の結果により、

必要に応じて適切な清掃を行います。 

 

表５-８ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

管きょのつまり、臭気対策の
実施 

   

 
目 標 

下水道への排出に
対する PR 及び定
期的な点検の実施 同左 同左 

 目標数値等 
PR 実施回数： 
３回/年 

 

（３）汚水管の雨天時浸入水※対策の実施 

●雨天時浸入水※の原因としては、汚水管きょと雨水管きょの誤接続や施設の老朽化による破損箇

所からの浸入水等が考えられます。雨天時浸入水※の発生区域及び要因を把握した地区を対象に、

絞り込み調査・詳細調査を実施し、必要に応じて対策を講じます。 

本計画における取組 

第５章 施策の展開 
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出典：「東京都下水道局ホームページ」 

写真 5-1 雨天時浸入水の対策例（屋外流しからの雨水流入） 

 

表５-９ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

汚水管の雨天時浸入水※対策
の実施 

   

 

目 標 
発生区域等の把握
及び調査・対策の
実施 

同左 同左 

 

第５章 施策の展開 
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基本方針Ⅱ 安心して暮らせるまちづくり 

  

 

 

 

 

 

 

   
 
 

 

【目標（目指す姿）】 

●「１時間５０ｍｍの降雨による浸水被害の防止」に努め、あわせて、近年の「気候変動へ

の適応策」についても取り組みます。 

●市民等の「防災意識の向上」に向けた取組を推進します。 

 

【施策に関する課題】 

●分流区域においては、１時間あたり 50mm の降雨に対する雨水管きょが未整備の地区があり、

近年の気候変動の影響により浸水の危険度が増していることも踏まえ、市民が安心して生活でき

るように引き続き浸水対策を進めていく必要があります。 

●浸水対策には、膨大な費用と期間を要するため効率的に対策を図っていく必要があります。 

●放流先河川（石神井川）については、放流量に制限があるため、河川整備に併せた整備水準の向

上を図る必要があります。 

●近年、合流区域においても整備水準を超える局地的な大雨により、一部の箇所で浸水被害が発生

しており、雨水流出抑制施設（雨水貯留・浸透施設等）の設置推進を図る必要があります。 

 

【施策の方向性】 

●分流区域における雨水整備率は約 20％と低い状況にありますが、1 時間 50mm の降雨に対す

る浸水シミュレーション※（浸水リスク評価）では、分流区域面積（654.6ha）に対して道路冠

水が想定される面積は、約 6.7％【43.6ha（黒目川流域：15ha、石神井川流域：28.6ha）】、

道路冠水以上の浸水が想定される面積は、約 0.5％【3.3ha（黒目川流域：1.2ha、石神井川流

域：2.1ha）】となり、既設ストック（在来管※等）が浸水発生の抑制に寄与していることが示さ

れています。ハード対策※には膨大な費用と期間を要するため、今後は、「浸水シミュレーション

の活用」により、既設ストック（在来管等）の効果を最大限に活用するとともに、対策地区の優

先度と費用対効果を勘案した効率的で効果的な対策を実施します。 

●整備水準を超える局地的な大雨の発生や都市化の進展による雨水流出量の増加に対しては、管き

ょの整備以外にも雨水貯留・浸透施設（グリーンインフラ※）等の付加的対策を講じるなど総合

的な対策により浸水被害の軽減に努めていきます。 

●また、浸水被害の軽減のためには、行政が行うハード対策※のみでは、限界があることから、市民

等と連携して浸水被害の軽減を図っていきます。 

基本方針  安心して暮らせるまちづくり 

１ 浸水対策 

 
２ 地震対策 

 ３ 施設の老朽化対策 

 

浸水対策（重点施策） 

 

施策Ⅱ－１ 

Ⅱ 
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（１）未整備地区における雨水管きょ整備 

●浸水シミュレーション※の結果から浸水リスクを有する地区を中心に、既存ストック（在来管※等）

を活用しつつ、雨水管きょの整備を進め、浸水リスクの低減を図ります。 

 なお、石神井川への放流量については、河川の整備状況に合わせて、放流先（石神井川）の河川

管理者と調整し、段階的に整備水準の向上を図ります。 

 

（２）雨水貯留・浸透施設の設置促進 

●石神井川流域のうち、石神井中部排水区及び石神井南部排水区については、浸水リスクを有する

地区を対象に雨水貯留・浸透施設設置等の付加的対策を促進し、浸水リスクの低減を図ります。 

また、今後の当該流域の整備のあり方（幹線整備方針及びスケジュール）を前期（R3～R7）に

検討した上で、幹線整備の事業化または雨水貯留・浸透施設の設置等の進め方について判断して

いきます。 

●合流区域については、前述の施策Ⅰ－２「合流式下水道改善対策」の取組方針を踏まえ、引き続

き関係各課等の連携により雨水流出抑制施設（雨水貯留・浸透施設）の設置を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図５-7 前期計画における浸水対策予定地区 

本計画における取組 

第５章 施策の展開 

 

落合川流域 

石神井川 

黒目川へ 

落合川へ 

石神井南部排水区 

石神井中部排水区 

凡   例 

主要な幹線（整備済） 

主要な幹線（未整備） 

流域下水道幹線（整備済） 

事業認可区域 

雨水管きょ整備地区  
雨水貯留・浸透施設設置地区 

 

石神井川流域 
378.9ha（うち事業計画区域 186.3ha） 

黒目川流域（落合川流域含む） 
275.7ha（うち事業計画区域 257.1ha） 

 

黒目川流域 

 ５  ４ 

 １ 

２

② 

 
 ７ 

 ６  ２ 

 １ 

 ３ 

 ３ 

石神井北部排水区 
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表５-10 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

未整備地区における雨水管
きょ整備 

   

 

目 標 

浸水シミュレーシ
ョン※により浸水
リスクを有する地
区への整備 

同左 

同左 

 目標数値等 
対策地区数：7 地区 
 
雨水管きょ整備率：24.2％ 

 

計画見直し時に設
定 

注．雨水管きょ整備率（%）＝雨水管きょ整備済み区域面積／雨水管きょ整備対象区域面積（分流式下水道 654.6ha）×100 

   令和 2 年度末 142.8ha/654.6ha×100＝21.8%（見込み） ⇒ 令和７年度末 158.6ha/654.6ha×100＝24.2％（見込み） 

 

  【前期計画の対策予定地区】 

１ 大沼町 1 丁目（七小通り周辺地区） 

２ 大沼町 4 丁目（大沼通り周辺地区） 

３ 花小金井 4 丁目（新青梅街道花小金井四丁目交差点周辺地区） 

４ 花小金井 5 丁目（野中通り周辺地区） 

５ 花小金井 5 丁目（小金井街道西側地区） 

６ 花小金井 6 丁目（東部公園周辺地区） 

７ 美園町 3 丁目（小平霊園周辺地区【小平都市計画道路３・４・１９号線整備関連】） 

 

前期（R3～R7）では、浸水リスクを有する地区を中心に約 16ha（黒目川流域（落合川流域を含む）：13ha、 

石神井川流域：3ha）を対象とした雨水管きょ整備を行い、浸水リスクの低減を図ります。 

なお、後期の対策地区については、優先度と費用対効果等を勘案した上で計画見直し時に再設定します。 

 

表５-1１ 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

雨水貯留・浸透施設の設置促
進 

   

 

目 標 

浸水シミュレーシ
ョン※により浸水
リスクを有する地
区への整備 

同左 
同左 

 目標数値等 対策地区数：3 地区 
計画見直し時に設
定 

注．対策予定地区における具体的箇所及び処理量については、令和３年度以降の基本設計において決定します。 

注．前期計画の対策予定地区において、220 m3～440 m3 程度の処理量を見込んでいます。 

処理量（m3）＝浸透量（ｍ3/hr）＋貯留量（V）  ※浸透量（ｍ3/hr）：1 時間あたりの地中に浸み込む水の量 

注．220 m3（440 m3）は、浸水深 0.3ｍの道路、147ｍ（294ｍ）分の水量に相当します。※道路幅を 5ｍと仮定した場合 

 

【前期計画の対策予定地区】 

１ 花小金井６丁目（多摩湖自転車歩行者道周辺地区） 

２ 花小金井７丁目（天神通り周辺地区） 

３ 鈴木町１丁目（鈴木中通り周辺地区） 
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（３）市民等との連携（被害軽減に対する取組） 

●浸水被害の軽減のためには、行政が行うハード対策※のみでは限界があります。市民にも浸水に

対する意識を持っていただき、雨水浸透ます※の設置や、設置した雨水浸透ますの清掃、道路側

溝等の目詰まりを防止するためのごみや落ち葉の除去等、被害の軽減に努めていただく必要があ

ります。今後も、浸水に対する有益な情報を適宜提供するとともに、防災訓練や水防演習等を継

続的に実施し、市民の皆様の浸水に対する啓発活動に努めます。 

 

 

表５-12 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

市民等との連携（被害軽減に
対する取組） 

   

 

目 標 

関係各課等の連携
による浸水に対す
る情報提供や防災
訓練等の継続的な
実施 同左 同左 

 目標数値等 

浸水に対する情報
提供、防災訓練等
の実施回数： 
３回/年 

注．対象訓練：小平市総合防災訓練、小平市総合水防演習、応急給水訓練 

 

 

図５-8 小平市浸水予想区域図・土砂災害警戒区域図 
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【目標（目指す姿）】 

●大規模地震が発生した場合でも「施設の地震被害の最小化」を図り、「速やかに下水道が

使用できるための体制を構築」します。 

 

【施策に関する課題】 

●地震により下水道施設が被害を受けると公衆衛生上の問題や市民生活に影響を及ぼすため、災害

時においても管きょにおける下水を流す機能の確保等、都市基盤として最低限の役割を確保する

ことができるよう下水道施設の耐震化を行い、被害の最小化を図る必要があります。 

●平成 30 年 7 月豪雨や北海道胆振東部地震等の被害を踏まえ、排水施設の耐水性の確保や広域・

長期停電時における電源確保対策等の課題を検証した上で、下水道 BCP の見直しを図る必要が

あります。 

 

【施策の方向性】 

●平成 30（2018）年度末に策定した「小平市下水道総合地震対策計画（第三期）」に基づき、重

要な管きょのうち、中大口径管路（管径 800ｍｍ以上）を対象に耐震化を実施します。 

●下水道 BCP が有効に機能するため、計画の定期的な点検や職場研修・実地訓練を実施すること

により、計画の運用、検証及び見直しを図ります。 

 

 

 

 

（１）重要な管きょの耐震化 

●耐震診断調査結果を踏まえ、所要の耐震性能を有していない中大口径管路の耐震化を図ります。 

●耐震化にあたっては、施設の老朽化対策と調整を図り、効率的に事業を実施していきます。 

 

 

 

 
出典：「東京都下水道事業 経営レポート 2019」（東京都下水道局）の写真に加筆 

写真５-2 更生工法による管きょ本体の耐震化及び改築の例 

 

地震対策（重点施策） 

 

施策Ⅱ－2 

本計画における取組 

第５章 施策の展開 

硬質塩化ビニル材などにより既設管きょの内面を被覆 

 改築前  改築後 
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表５-13 施策のスケジュールと目標 

 施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

重要な管きょの耐震化    

 
目 標 

重要な管きょの耐
震化 

同左 

同左 
 目標数値等 

中大口径管路の耐
震化：0.6km 
 
重要な管きょの耐震化率：98.6% 
 

計画見直し時に設
定 

注．市内の防災拠点・拠点病院・避難所等から排水を受ける重要な管きょの延長は、約 119km（総延長 533km の約 22%） 

注．平成 30 年度に策定した小平市下水道総合地震対策計画（第三期）では、中大口径管路（管径 800mm 以上）約 56.3km 

のうち、特に重要なきょの約 29.5km を対策目標に位置づけ、耐震診断調査を実施しました。その結果、約 27.7km につ 

いては所要の耐震性能を有していることが確認できました。 

注．前期計画では、耐震性能不足と判定された約 1.8km の矩形管きょ等（合流）のうち、約 0.6km の耐震化を実施します。 

残りの約 1.2km 及び耐震診断調査が未実施の矩形管きょ（雨水）約 0.5km を含めた合計約 1.7km の重要な管きょの耐震 

化については、施設の老朽化対策と調整を図り、効率的に事業を実施していきます。 

注．重要な管きょの耐震化率（%）＝耐震化済み延長/耐震化対象路線延長（119km）×100 

   令和 2 年度末 116.7km/119km×100＝98.1% ⇒ 令和７年度末 117.3km/119km×100＝98.6％ 

※重要な管きょの耐震化率は、令和元年度末時点の対象延長 119km を基準に算定した場合 
   

これまでの耐震診断調査において、小平市内全域の土質資料より液状化判定を行った結果、マグニチュード 

7 クラスの大規模地震時においても、液状化現象※による被害の可能性は低いことが確認できました。 

また、下水道管きょの埋設状況（土質、深さ、工法等）や管の形状（円形管・矩形きょ等）、布設年度等、 

様々な条件下において地震動の影響を分析した結果、市内の同一条件下に埋設されている円形管については、 

所要の耐震性能を有していると判断できることが明らかになりました。 

以上のことから、市内の全ての円形管については、所要の耐震性能を有しているものとみなします。 

なお、市内の重要な管きょの耐震化率は、円形管以外の矩形きょ等のうち、上記で耐震性能不足と判定された 

管きょ（合流）約 1.8km 及び耐震診断調査が未実施の管きょ（雨水）約 0.5km の合計約 2.3km を除くと以下 

のとおりとなります。 

令和２年度末 重要な管きょの耐震化率（％）＝耐震化済み延長/耐震化対象路線延長×100 

＝98.1％（＝116.7km/119km×100） 

＜参考＞市内全域の管きょの耐震化率（％） ＝99.6％（＝530.7km/533km×100） 

※液状化現象：地震が発生した際に地盤が液体状になる現象のこと。 

 

（2）下水道事業業務継続計画（下水道 BCP）の管理運営等 

●近年の浸水被害等による複合災害時においても、災害対応を迅速かつ適切なものとするため下水

道 BCP の見直しを図ります。 

●市内には処理場やポンプ場といった大規模な施設はないものの、分流区域にはマンホール内に設

置した雨水排水用のポンプが５箇所あります。ポンプが地震や浸水被害等により機能停止する場

合を想定し、排水施設の耐水性を確保するとともに、発電機や仮設排水ポンプなどの水防資機材

の備蓄を推進します。 

（職場研修）               （緊急措置訓練） 
写真５-３ 下水道 BCP実地訓練状況 
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出典：「下水道ＢＣＰ策定マニュアル 第 2 版（地震・津波編）、平成 24 年 3 月、国土交通省水管理・国土保全局下水道部」を基に加筆 

図 5-9 発災後の業務レベルの回復概念図 

 

表５-14 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

下水道事業業務継続計画（下
水道 BCP）の管理運営等 

   

 目 標 下水道 BCP の見
直し及び実地訓練
の実施等 

同左 同左 
 目標数値等 

 

  

0
% 

10
0% 

下水道機能 

業務レベル 

時間 災害対応時 

事前対策 事後対策 

従来の復旧予想曲線  

ＢＣＰマネジメントによる復旧予想曲線 

耐震化 

 
ＢＣＰ策定による効果 

災害発生 
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【目標（目指す姿）】 

●ストックマネジメント手法に基づく予防保全型の施設管理を推進し、「持続的な下水道の

機能の確保」と「ライフサイクルコスト※の低減」を図ります。 

 

【施策に関する課題】 

●当初整備した管きょについては、標準耐用年数※と言われている 50 年を経過しており、老朽化

した管路施設は、今後ますます増加し従来の発生対応型の維持管理では対応することが難しくな

ります。 

●今後は、予防保全型の維持管理を推進し、老朽化対策を講じ

ていくことで、持続的な下水道機能の確保とともに、道路陥

没等の事故を未然に防ぐことが重要です。 

●老朽化対策には膨大な費用を要するため、施設の長寿命化に

より、ライフサイクルコスト※（設計・改築・維持管理）の低

減を図る必要があります。 

 

【施策の方向性】 

●令和 3（2021）年度以降は、令和元（2019）年度末に策

定した「小平市下水道ストックマネジメント実施方針」に基

づく点検・調査並びに改築・修繕を実施します。 

●実施方針に基づく取組を推進し、維持管理を起点としたマネ

ジメントサイクルを確立することで、下水道事業の持続性を

高めつつ、下水道サービスの向上を図ります。 

 

 

 

 

（１）計画的な点検・調査の実施 

●「小平市下水道ストックマネジメント実施方針」では、市内全区域の点検・調査について、概ね

30 年で１サイクルとする計画としています。 

●同実施方針に基づき、優先順位が高い地区から計画的に点検・調査を実施していきます。 

●なお、前期計画においては、第２期の「仲町処理分区」、「天神東処理分区」、第３期の「上水東処

理分区」を予定しています。 

  

本計画における取組 

施設の老朽化対策（重点施策） 

 

施策Ⅱ－３ 

図 5-10 小平市下水道ストッ
クマネジメント実施方針（表紙） 
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図５-11 点検・調査の優先順位（合流・分流汚水） 
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表５-15 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

計画的な点検・調査の実施    

 
目 標 

第 2・3 期区域内
の点検・調査の実
施 

第３・４期区域内
の点検・調査の実
施 

同左 

 目標数値等 

点検・調査延長： 
81.9km 
 
点検・調査達成率：40.7% 

 

計画見直し時に設
定 

   注．前期計画における点検・調査延長： 

第 2 期の区域 仲町処理分区（55.5km）、天神東処理分区（6.2km） 

第 3 期の区域 上水東処理分区（20.2km） 

注．鈴木処理分区の点検・調査は、長寿命化基本構想に基づき、平成 27 年度までに実施済み（22.7km） 

注．第 1 期区域の「学園処理分区、喜平処理分区、学園幹線、仲町幹線、喜平幹線、天神幹線、たかの台幹線、小川４号幹線、 

小川幹線」の点検・調査は、平成 28 年度から令和元年度までに実施済み（88.3km） 

注．第 2 期区域のうち、上水南処理分区の点検・調査は令和 2 年度に実施予定（24.2km） 

注．点検・調査達成率（%）＝点検・調査済み延長／点検・調査対象延長（533km）×100 

令和 2 年度末 135.2km/533km×100＝25.4％（見込み） ⇒ 令和 7 年度末 217.1km/533km×100＝40.7％（見込み） 

     ※点検・調査達成率は、令和元年度末時点の対象延長 533km を基準に算定した場合 

 

（２）計画的な改築・修繕の実施 

●令和元（2019）年度に策定した「小平市下水道ストックマネジメント実施方針」に基づき、第

1 期区域内の「学園処理分区、喜平処理分区、学園幹線、仲町幹線、喜平幹線、天神幹線、たか

の台幹線、小川４号幹線、小川幹線」を対象とした改築・修繕工事を実施します。 

●管きょの改築と併せて、取付管※及びマンホール蓋の改築を実施します。 

 

表５-16 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

計画的な改築・修繕の実施    

 
目 標 

第１期区域内の改
築・修繕工事の実
施 

第 1・2 期区域内
の改築・修繕工事
の実施 

同左 

 目標数値等 
第１期区域内の改
築・修繕達成率：
80％ 

第 1・2 期区域内
の改築・修繕達成
率： 
100% 

注．改築・修繕達成率（%）＝改築・修繕工事実施済み路線（スパン※）／対策区域における改築・修繕工事選定路線 

（スパン※）×100   ※スパン：マンホール間を１スパンとする。 

注．第 1 期区域の改築・修繕工事は、「学園処理分区、喜平処理分区、学園幹線、仲町幹線、喜平幹線、天神幹線、 

たかの台幹線、小川４号幹線、小川幹線」を対象とし、計画期間を令和 3 年度から令和 8 年度までの 6 年間と 

しています。 

注．第 2 期区域の改築・修繕工事は、「上水南処理分区、仲町処理分区、天神東処理分区」を対象とし、計画期間を 

令和 9 年度から令和 12 年度までの 4 年間としています。 
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＜参考：改築・修繕事業スケジュール＞ 
 

R 元 R２ R３ R４ R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 
R13 

以降 

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

実施方針策定 

 

 

            

①点検・調査 

 

          

 

  

②改築・修繕 

計画策定 

 
 

    

 

       

③設計 
 

 
   

 
       

④改築・修繕 

工事 

             

注．事業工程：実施方針で設定した点検・調査から改築・修繕工事までを、優先順位の高い区域から 

①→②→③→④により実施 

注．優先順位：     第１期の区域「学園処理分区、喜平処理分区、学園幹線、仲町幹線、喜平幹線、天神幹線、 

たかの台幹線、小川４号幹線、小川幹線」 

第 2 期の区域「上水南処理分区、仲町処理分区、天神東処理分区」 

第 3 期の区域「上水東処理分区、小平第一処理分区（花小金井西、花小金井北、美園）」 

第 4 期の区域「小平第一処理分区（花小金井東、花小金井中央）、小平第二処理分区（花小 

金井南２号、花小金井南１号）」 

 

 

 

 

 
出典：「東京都下水道事業 経営レポート 2019」（東京都下水道局）の写真に加筆 

写真５-４ 更生工法による管きょ本体の耐震化及び改築の例（再掲） 

 

  

 
優先順位の高

い区域から 
調査⇒計画⇒
設計⇒対策の

繰り返し 
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基本方針Ⅲ 環境意識が高いまちづくり 

  

 

 

 

 

 

 

 

【目標（目指す姿）】 

●下水道の「見せる化」により、下水道や水環境・防災に対する市民の「自分事化」を推進

します。 

 

【施策に関する課題】 

●市民に下水道などの水環境等について理解を深めていただく必要があります。 

●市民に下水道に関わる機会を提供し、生活に密接に関係していると認識していただく必要があり

ます。 

 

【施策の方向性】 

●「小平市ふれあい下水道館」をはじめとする下水道施設等を活用し、今後も、より市民に下水道

などの水環境の普及啓発を図る方策を検討します。 

●学習講座等の各種イベントやホームページを通じ、下水道などの水環境に関することだけでなく、

小平市の下水道事業等の「見せる化」を行うことで、水環境・防災に対する市民の意識向上「自

分事化」に努めていきます。 

●現在行っている普及啓発にかかる活動以外にも、さらなる促進を図ることのできるツールを  

検討します。 

 

 

 

 

（１）下水道や水環境に対する情報発信 

●下水道事業の取組や水環境の情報等を市報やホームページ及び SNS 等を活用し発信するととも

に、ポスターやチラシ等の配布を行い、より広く周知に努めていきます。 

●今後も、アンケートやホームページへの問い合わせ等、市民の皆様からの声を聞きながら、多く

の方が下水道や水環境に興味を持てるよう取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

基本方針  環境意識が高いまちづくり 

１ 環境学習の充実・普及啓発 

 

環境学習の充実・普及啓発 

 

施策Ⅲ－１ 

本計画における取組 

Ⅲ 
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表５-17 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

下水道や水環境に対する情
報発信 

   

 

目 標 

下水道事業の取組
についての PR 促
進、水環境に対す
る情報発信 

同左 同左 

 目標数値等 

ふれあい下水道館
ホームページの定
期的な更新： 
36 回/年 

 

（２）下水道施設等を活用した環境学習・普及啓発 

●「小平市ふれあい下水道館」での学習講座・特別講話会等の各種イベントを通じ、市民の下水道

や水環境に対する意識向上に努めます。また、施設の老朽化対策における取組を広く周知するた

め、管更生等の工法を見学できる場を設け、下水道への関心を高める機会を提供します。 

●デザインマンホールやマンホールカード等のツールを活用し、より多くの方に下水道や環境に興

味を持っていただけるような活動をしていきます。 

 

    

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-18 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

下水道施設等を活用した環
境学習・普及啓発 

   

 
目 標 

イベントの開催や
展示の実施 

同左 同左 
 目標数値等 

イベントの開催回
数： 
24 回/年 

 

写真５-５ マンホールカード 

 

写真５-６ FC 東京とコラボした新デザインマンホール 
ふたのお披露目会の様子 
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基本方針Ⅳ 効率的で健全な下水道経営の推進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標（目指す姿）】 

●公営企業会計を活用した経営基盤の強化により、「持続可能な下水道経営」を目指しま

す。 

  

【施策に関する課題】 

●下水道を維持していくためには、今後も効率的で健全な下水道経営を行っていく必要があります。 

●下水道事業の資産の大部分を占める下水道管きょは、標準耐用年数が５０年と長いため、長期的

な視野を持ち、計画的な経営を行う必要があります。 

 

【施策の方向性】 

●中・長期的な財政見通しに基づいた計画的な財政運営を実現するため、公営企業会計への移行に

より明らかとなる経営指標等を用いて「経営戦略※」を策定し、その中で下水道経営のあるべき

姿を経営目標として設定、達成のための具体的な取組方針を示します。 

 

 

 

 

（１）経営戦略の進捗管理及び見直し 

●「経営戦略」は、一度策定して終わりではなく、「PDCA サイクル※」を活用しながら、設定した

経営目標を基に、目標達成度や事業推進における問題点、事業の有効性を確認するなどの進捗管

理を行い、毎年度公表します。その進捗状況を踏まえて取組の再検討を行うなど、５年に１度、

より質の高い計画へと見直しを行います。 

●施設の老朽化対策事業の実施状況や下水道使用料※の収入状況等、計画に大きな影響を与える項

目について、大きな乖離が生じた場合は、適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

基本方針  効率的で健全な下水道経営の推進 

１ 経営の効率化・財政の健全化 

 
２ 公営企業会計の運用 

 

経営の効率化・財政の健全化 

 

施策Ⅳ－１ 

本計画における取組 

Ⅳ 
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表５-19 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

経営戦略※の進捗管理及び 
見直し 

   

 

目 標 

投資・財源試算に
基づく経営戦略※

の進捗管理及び見
直し 

同左 同左 

  

 

 

 

 

（２）広域化・共同化の研究 

●これからの下水道事業のあり方としては、行政界を越えた複数の地方公共団体間における「広域

化・共同化」によるスケールメリットを生かした効率的な事業運営が課題となります。 

  今後、東京都及び多摩 30 市町村等参加のもと、平成 30（2018）年度に立ち上げた「多摩地

域下水道事業の広域化・共同化検討会」の中で、経費削減や業務の効率化等、下水道事業の広域

化・共同化について研究を行います。 

また、この研究の成果として令和４（2022）年度中に策定予定の基本計画に基づく取組を検討

します。 

 

表５-20 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 

前期 
（R3～R7） 

後期 
（R8～R12） 

広域化・共同化の研究    

 

目 標 

広域化・共同化の
研究及び基本計画
に基づく取組の検
討 

同左 同左 

 

 

 

 

 

【目標（目指す姿）】 

●経営状況を市民にわかりやすく公表し、「下水道経営の見える化」を図ります。 

 

【施策に関する課題】 

●財政の健全化のためには、経営状況に対する透明性の確保が求められます。 

●発生する費用と下水道使用料※とのバランスが適正であるかを、市民にわかりやすく説明する必

要があります。 

公営企業会計の運用 

 

施策Ⅳ－２ 

経営戦略とは、 

○各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本 

計画のこと。  

○「投資試算」（施設・設備投資の見通し）と「財源試算」（財源の見通し）を均衡させた 

「投資・財政計画」（収支計画）を明らかにするもの。 

○経営の効率化・財政の健全化の取組方針を記載。  
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【施策の方向性】 

●経営戦略※で設定された経営目標の達成に向け、取組方針を着実に実行することが重要です。 

同時に、公営企業会計により明らかになった経営指標等の分析を通して経営状況を適正に把握し

ながら、それを市民にわかりやすく説明することで、透明性の高い下水道経営を行うことが重要

です。 

 

 

 

 

（１）公営企業会計に基づく財政運営の見える化 

●公営企業会計の経営指標を用いて、類似団体比較や経年比較等を行い、小平市の経営状況を分析

した「経営比較分析表※」を毎年度公表することにより、下水道事業の経営状況を市民にわかり

やすく説明していきます。 

 

表５-21 施策のスケジュールと目標 

施 策 
計画期間 

R13 以降 
（施策の方向性） 前期 

（R3～R7） 
後期 

（R8～R12） 

公営企業会計に基づく財政
運営の見える化 

   

 

目 標 
経営比較分析表※

の公表 
同左 同左 

 

  

本計画における取組 
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